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初期費用ゼロで省エネ冷蔵庫に買い替え	
 

～節約した毎月の電気代で、約７年で購入費を完済～	
 
	
 

ポイント	
 

 初期費用の準備が省エネ冷蔵庫買い替えのハードルになっていた。	
 
 「電気代そのまま払い」の枠組みで、初期費用ゼロで買い替えが実現。	
 
 その普及により、家庭での省エネが大いに促進されることが期待される。	
 
ＪＳＴ（理事長	
 濵口	
 道成）低炭素社会戦略センター（ＬＣＳ）注１）と東京大学（総

長	
 五神	
 真）は、平成２６年度より「電気代そのまま払い」の枠組みを提案し、社会

への普及が進展しています。	
 

「電気代そのまま払い」は、家庭が冷蔵庫などの省エネ機器を導入する際に、必要な

初期費用を金融機関などが立て替えし、省エネ機器の導入によって節約した電気代相当

額を月々の実際の電気代と一緒に支払うことで、機器代を返済していく枠組みです。Ｌ

ＣＳと東京大学は「電力使用量見える化実験」により収集した実際の家庭の冷蔵庫消費

電力データに基づき、月々に節約される電気代を簡易的に推計するツールを開発しまし

た。	
 

この研究成果を背景に、平成２７年４月より、ＬＣＳと東京大学、および静岡ガス株

式会社（代表取締役社長	
 戸野谷 宏）によって、静岡県三島市を中心に「電気代その
まま払い」の社会実装注２）を行い、冷蔵庫の買い替えが実現しました。実際に冷蔵庫を

買い替えた家庭では、６０％以上の省エネ効果（電気代にして１，５００円／月以上の

節電効果）が確認されました。今後も社会実装を通して、想定した節約額と実測値の差

異を検証するとともに、利用者の声を参考にして枠組みの改善に取り組みます。	
 

今回の買い替えの実現は、「電気代そのまま払い」の社会普及の第一歩です。ＬＣＳ

と東京大学は、既に三島市以外の複数自治体にて枠組みの普及に向けた活動を行ってい

ます。各地で冷蔵庫の買い替え事例を増やすことで、統計的な信頼を得たいと考えてい

ます。また、将来的には、この枠組みは冷蔵庫以外の家電や照明など広範囲の機器を対

象とすることで、家庭部門での省エネ量を大きくできる可能性があります。	
 

共に活動している自治体や金融機関等の協力を得て、この枠組みを推進するファンド

設立や自立した事業の創出等も行い、全国への普及を目指します。	
 

	
 

	
 

	
 



	
 

＜事業の背景＞	
 

パリ協定の採択後、日本の温室効果ガス排出の削減対策として、家庭での省エネの重要

性が増しています。日本は２０３０年に２０１３年比で温室効果ガス排出水準を２６％削

減するとの「日本の約束草案」を国連に提出しました。これと合わせて決定された「長期

エネルギー需給見通し」注３）では目標達成のために対策を行わなかった場合の２０３０年

の電力需要に対して１７％を省エネによって削減することとされています。そのうち、家

庭部門は省エネ量の３１％を担うとされています。	
 

一方で、多額の初期費用や新たなローンを背負うことを敬遠する傾向があり、家庭での

低炭素技術（省エネ家電など）の導入促進のハードルとなり、対策を遅らせているという

現状があります。	
 

ＬＣＳは、平成２５年度に開始した２３自治体との共同研究「電力使用量見える化実験」

で、協力を得た家庭の消費電力量を計測し、その中で冷蔵庫の消費電力データについて分

析を進めてきました。その結果、冷蔵庫の消費電力は製造年が新しいほど小さい傾向があ

ることがわかっています（図１）。ここで分析の際に対象とした約１８０世帯のうち、約３

割が２００５年以前に製造された冷蔵庫を使用し、年間６００ｋＷｈ以上の電力を消費し

ていました。これは省エネ型冷蔵庫（年間消費電力量が２００ｋＷｈ）と比べると、３倍

以上の消費電力量になります。	
 

家庭への低炭素技術の導入、および家庭の省エネを進めるため、ＬＣＳと東京大学	
 大学

院工学系研究科	
 松橋	
 隆治	
 教授らの研究グループは、平成２６年度から「電気代そのま

ま払い」の枠組みを提案してきました。（平成２６年１１月１９日プレス発表、

http://www.jst.go.jp/pr/announce/20141119/index.html）	
 

	
 

＜事業実施の内容＞	
 

	
 ＬＣＳと東京大学	
 松橋研究室、および静岡ガスの３者は、平成２７年４月から静岡県内

の一般家庭２０世帯の協力を得て、冷蔵庫の消費電力量を計測しました。このデータの分

析結果を元に、これまでに５世帯に対して「電気代そのまま払い」を提案し、２世帯で冷

蔵庫の買い替えが実現しました。	
 

この２世帯では、買い替え前（２０１５年）の冷蔵庫の消費電力量は年間１，１００ｋ

Ｗｈを超え、家庭全体の電気代（月平均でそれぞれ約６，６００円と約８，２００円）の

うち冷蔵庫が３割以上を占めていました（図２、表１）。製品カタログ上の消費電力量から、

同程度の容量の省エネ型冷蔵庫に買い替えると月々２，０００円以上の節約が見込まれ、

Ａさんは平成２８年７月、Ｂさんは平成２８年１２月に「電気代そのまま払い」の枠組み

で冷蔵庫を買い替えました。	
 

	
 Ａさんの家庭では、買い替え前は１９９５年製造の冷蔵庫を使用しており、実測した冷

蔵庫の年間消費電力量は、電気代にすると月平均で約２，６００円でした。新しい冷蔵庫

（購入価格１８万円）のカタログ上の消費電力量（１７０ｋＷｈ／年）から計算すると、

節約額は月々２，２５０円となります。その額と同等の料金を新しい冷蔵庫の代金の月々

の返済額として設定すると、代金は約７年で返済できることになります（図３）。買い替え

後の５ヶ月間の消費電力量の実測値は、前年同時期の２７％になりました。	
 

Ｂさんの家庭では、２００３年製造の冷蔵庫から約２５万円の冷蔵庫に買い替え、カタ

ログ上の値から節約額を試算すると月々２，０５０円となります。冷蔵庫の代金は約１０

年で完済予定です。買い替え後、１ヶ月が経過し、消費電力量は前年同時期の３５％とな



	
 

りました。	
 

	
 今後も電力計測を続け、省エネ効率や消費電力量の季節変化を確認し、カタログ上の値

から想定した節約額と実測値との差異を検証するとともに、利用者の声を参考にして枠組

みの改善に取り組みます。「電気代そのまま払い」は、冷蔵庫等の買い替えに際して「一度

に大きな出費を避けたい」という家庭に向けた枠組みであり、月々の返済であることから、

年金を受給されている高齢者の省エネ機器買い替えのきっかけとしても活用しやすい、と

いった意見もありました。	
 

また同時に、「これまで冷蔵庫の買い替えを考えるきっかけが無かった」というＡさんに

とって、実測データや推定結果に基づいた説明を受けたことで省エネメリットを理解する

またとない機会となり、買い替えが実現しました。	
 

	
 

＜今後の展開＞	
 

「電気代そのまま払い」は、家庭部門における省エネ家電や高効率照明など広範囲の機

器を対象として買い替えを促進する枠組みであり、家庭での省エネが促進され、省エネ削

減量を大きくできる可能性があります。	
 

静岡県での実験では、上記２世帯の消費電力量の計測を続け、冷蔵庫の省エネ効率の変

化を検証しながら、静岡ガスを通じて得られたご家庭の意見を参考にして枠組みの改善に

取り組みます。	
 

また、静岡県以外に、東京大学	
 松橋研究室とＬＣＳが「電気代そのまま払い」の取り組

みを行っている北海道下川町と、「電力使用量見える化実験」を行っている東京都足立区を

モデル地域とし、互いの地域での成果を両地域にあてはめてみる活動が平成２８年１０月

よりＪＳＴ	
 戦略的創造研究推進事業（社会技術研究開発）「研究開発成果実装支援プログ

ラム」注４）の一環として進められています。	
 

今後、共に活動している自治体のほか、金融機関や損保会社等の協力を得て、本枠組み

を推進するファンド設立や自立した事業の創出なども行い、全国への普及を目指します。	
 

	
 

＜参考情報＞	
 

これらの研究成果の一部は、ＪＳＴが推進するセンター・オブ・イノベーション（ＣＯ

Ｉ）プログラム注５）の九州大学を中核機関とする「共進化社会システム創成拠点」のサテ

ライト（ＣＯＩ―Ｓ）として、東京大学	
 松橋研究室などが取り組む研究の一環で得られた

成果です。	
 

静岡ガスは、「電気代そのまま払い」をご家庭の生活費を圧迫することなく、省エネ機器

への買い替え促進ができる枠組みとして進めています。静岡ガスが今回の実証で整備した

枠組みでは、省エネコンサルティング、買い替え提案、家電の手配、販売までのすべてを

同社がワンストップで行う体制（図４）になっており、同社が省エネコンサルを実施した

のち、協力機関である家電販売事業者から家電を調達、販売します。「電気代そのまま払い」

を活用する場合は、関連会社である静岡ガスクレジット株式会社が家電を買い取り、機器

買い替え後の省エネ額相当でリース契約を行います。リース期間終了後は、家庭へ冷蔵庫

を譲渡する契約です。	
 

	
 

	
 

	
 



	
 

＜参考図＞ 
	
 

	
 

	
 

	
 

	
 

	
 

	
 

	
 

	
 

	
 

	
 

	
 

	
 

	
 

図１	
 「電力使用量見える化実験」の協力家庭が保有する冷蔵庫の製造年・容量別消費電

力量（分析対象世帯数：１８３）	
 

	
 

	
 

	
 

	
 

	
 	
 	
 

	
 	
 

	
 

	
 

	
 

	
 

	
 

	
 

	
 

	
 

	
 

	
 

	
 

	
 

	
 

図２	
 「電気代そのまま払い」を利用して冷蔵庫を買い替えた家庭の２０１５年度（冷蔵

庫買い替え前）の電気代	
 

	
 

	
 

	
 

	
 



	
 

	
 

表１	
 「電気代そのまま払い」を利用して冷蔵庫を買い替えた家庭の、２０１５年度にお

ける冷蔵庫の消費電力量と電気代、および、買い替え後の冷蔵庫代金、カタログ値

に基づく消費電力量・電気代・節約額の試算値、冷蔵庫代金の返済期間（電力料金

は、２７円／ｋＷｈと想定した。）	
 

買い替え前の冷蔵庫	
 	
 	
 Ａさん宅	
 Ｂさん宅	
 

実測した２０１５年度の消費電力量	
 １，１７０ｋＷｈ／年	
 １，２４０ｋＷｈ／年	
 

電気代（月額）	
 	
 ￥２，６３０／月	
 ￥２，７８０／月	
 

買い替え後の冷蔵庫	
 Ａさん宅	
 Ｂさん宅	
 

冷蔵庫代金	
 １８万円	
 ２５万円	
 

消費電力量	
 

（冷蔵庫のカタログ値より推定）	
 

１７０ｋＷｈ／年	
 

	
 

３２５ｋＷｈ／年	
 

電気代	
 

（冷蔵庫のカタログ値より推定）	
 
￥３８０／月	
 ￥７３０／月	
 

買い替え前からの節約額	
 

（冷蔵庫のカタログ値より推定）	
 
￥２，２５０／月	
 ￥２，０５０／月	
 

返済期間	
 

（冷蔵庫代金／（節約額	
 ×	
 １２ヶ月））	
 
７年	
 １０年	
 

	
 

	
 

	
 

	
 

図３	
 「電気代そのまま払い」を利用して冷蔵庫を買い替えた、Ａさんの冷蔵庫購入費用

の返済方法	
 

	
 

約１／４に！ 約１／７に！ 



	
 

	
 

	
 

	
 

	
 

図４	
 静岡県内で実施している「電気代そのまま払い」の提案方法 
	
 

＜用語解説＞	
 

注１）低炭素社会戦略センター（ＬＣＳ）	
 

	
 明るく豊かな低炭素社会を実現するために、これからの日本がどのようなシナリオをと

るべきか、そのために必要となる戦略は何かを研究し、政策立案のための提案を行ってい

ます。	
 

	
 

注２）社会実装	
 

	
 得られた研究成果を社会問題解決のために応用、展開すること。	
 

	
 

注３）長期エネルギー需給見通し	
 

	
 平成２７年７月、経済産業省が決定した、政策の基本的な方向性に基づいて施策を講じ

たときに実現されるであろう将来のエネルギー需給構造の見通しであり、あるべき姿を示

すものです。（http://www.meti.go.jp/press/2015/07/20150716004/20150716004_2.pdf）	
 

	
 

注４）戦略的創造研究推進事業（社会技術研究開発）「研究開発成果実装支援プログラム」	
 

科学技術振興機構（ＪＳＴ）による公募型研究開発プログラムのひとつ。社会の問題解

決に資する研究開発成果の社会実装活動を支援しています。	
 

同プログラムにて、ＬＣＳの共同研究者である東京大学	
 新領域創成科学研究科	
 吉田	
 好

邦	
 教授によるプロジェクト「低エネルギー消費型製品の導入・利用ならびに市民の省エ

ネ型行動を促進するシステムの実装」が昨年１０月に採択されました。	
 

	
 

	
 



	
 

注５）センター・オブ・イノベーション（ＣＯＩ）プログラム	
 

	
 科学技術振興機構（ＪＳＴ）による公募型研究開発プログラムのひとつ。現在潜在して

いる将来社会のニーズから導き出されるあるべき社会の姿、暮らしの在り方を見据えたビ

ジョンに基づき、企業だけでは実現できない革新的なイノベーションを創出するため、産

学連携による研究開発に取り組んでいます。	
 

	
 

＜お問い合わせ先＞	
 

＜ＬＣＳの活動に関すること＞	
 

科学技術振興機構	
 低炭素社会戦略センター	
 企画運営室	
 

〒102-8666	
 東京都千代田区四番町５番地３	
 

古旗	
 憲一（フルハタ	
 ケンイチ）、中島	
 章光（ナカジマ	
 アキミツ）	
 

	
 

＜ＣＯＩ‐Ｓの研究に関すること＞	
 

東京大学	
 大学院工学系研究科	
 松橋研究室（ＣＯＩ‐Ｓ）	
 

〒113-8656	
 東京都文京区本郷７‐３‐１	
 

高瀬	
 香絵（タカセ	
 カエ）	
 

	
 

	
 

	
 

＜報道に関すること＞	
 

科学技術振興機構	
 広報課	
 

〒102-8666	
 東京都千代田区四番町５番地３	
 

	
 

東京大学	
 大学院工学系研究科	
 広報室	
 

〒113-8656	
 東京都文京区本郷７‐３‐１	
 

	
 

	
 


